
第４４号様式の２（第２０条の３の２関係） 課税番号  

法人の設立・変更等の届出書(その2) 

山梨県総合県税事務所長 殿   
 
 
 
 
 
 
山梨県県税条例第30条の2の 
規定により届け出ます。 

                                  年   月   日 
所 在 地   〒    －       TEL     －    －       
 
 
名 称  

                             印 
     

法人番号              

法
人
税
の
グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
の
承
認
等
に
係
る
届
出
事
項 

通算法

人の種

類 

□通算親法人になつた。 

□通算子法人になつた。 

□通算親法人でなくなつた。 

□通算子法人でなくなつた。 

左記区分に

該当するこ

ととなつた

事由 

□グループ通算制度の承認申請の承認があつ

た。 

□完全支配関係を有することとなつた。 

□通算完全支配関係等を有しなくなつた。 

□青色申告の承認の取消しの通知を受けた。 

□グループ通算制度の取りやめの承認があつ

た。 

届出事

由発生

年月日 

  年  月  日 

(  年  月  日税務署

提出) 

通算親法人最

初通算事業年

度 

自  年  月  日 

至  年  月  日 

法人税法第14条第8項の規

定による加入時期の特例 

□有 

□無 

通算子法人最

初通算事業年

度 

自  年  月  日 

至  年  月  日 

この届出の事由により事業年

度を変更することとなる場合 

変更前   年  月  日から  年  月  日まで 

変更後   年  月  日から  年  月  日まで 

法人の

区分 

□時価評価法人 

□関連法人 

通算法人となる

前の申告期限の

延長の有無 

事業税 □有 
□無 

 ・ ・ ・ 
 ・ ・ ・の事業年度から 月間 

県民税 □有 
□無 

 ・ ・ ・ 
 ・ ・ ・の事業年度から 月間 

通算親法人※納税義務者

が通算子法人である場合

に記入すること。 

(ふりがな) 

法人の名称   

主たる事務所又

は事業所の所在

地及び電話番号 

〒 

TEL 

 

備考   

関与税

理士 

事務所の所在地
等 

〒 
TEL 

氏名   

添付書類(届出内容が確

認できるものを添付する

こと。) 

□グループ通算制度の承認の申請書の写し  

□グループ通算制度の承認申請の却下の写し 

□その他(                         ) 

 

 


